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 令和元年 11月 13 日   

総務委員会

総務部政策法務課 

内部統制の取り組みについて 

１ 地方公共団体における内部統制制度（令和２年４月１日施行 改正自治法の概要） 

〇 都道府県知事及び指定都市の市長は、内部統制に関する方針を定め、これに基づ

き必要な体制を整備（地方自治法（以下「法」という。）第 150 条第 1項） 

〇 方針を策定又は変更した長は、遅滞なく公表（法第 150 条第 3項） 

〇 方針を策定した長は、毎会計年度、内部統制報告書を作成し、監査委員の審査を

経て、議会に提出（法第 150 条第 4項、第 5項、第 6項） 

【内部統制体制とは】 

地方公共団体における事務が適切に実施され、住民の福祉の増進を図ることを基本と

する組織目的が達成されるよう、事務を執行する主体である長自らが、行政サービスの

提供等の事務上のリスクを評価及びコントロールし、事務の適正な執行を確保する体制。 

つまり、組織内で業務を適切に、そして効率的に行えるようにルールを整備し、組織

内の全員がそのルールを守って、業務を行う体制を整えること。 

＝リスクへの対応策の決定、取り組みへの点検・評価を「文書化」「見える化」 

２ 本市における内部統制の取組（案） 

地方公共団体に求められる内部統制体制の骨格 本市の対応状況（案） 

（1）長が内部統制に関する方針を策定、

公表 

【方針に盛り込む事項】 

①内部統制の目的 

②内部統制の対象とする事務 

③法第150条第1項に規定する内部統制

に関する方針である旨 

④長の氏名 

・浜松市内部統制基本方針を策定（３月総

務委員会にて報告、公表） 

※基本方針構成要素案は資料１参照 

・内部統制に関する方針

 の策定・公表

・内部統制体制の整備

内部統制体制の運用

・内部統制体制の評価

・監査委員の審査

・報告書の議会への提出
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地方公共団体に求められる内部統制体制の骨格 本市の対応状況（案） 

（2）各部署の取り組みに関する基本方策

・各部署が継続的に実施すべき事項を定

める。 

具体的には①各部局でのリスクの洗い出

し⇒②マニュアル等の対応策の整備⇒③

日常業務を通じたチェック⇒①′リスク

の再評価 

・業務の見える化、標準化に基づく自主

点検など自律的な取り組みを推進。 

・「①リスクの洗い出し→②対応策の決定→

③自己点検・モニタリング→④有効性の評

価・改善」の PDCA サイクルにより、評価シ

ート及び実施計画表を作成し、運用する。 

・９月から各部区局でリスク洗い出し、対

応策の整備、10 月からは自己点検、評価を

トライアルとして実施中。トライアルを通

じて課題や不備を確認し、令和２年４月か

らの円滑実施を目指す。 

※PDCA サイクルのイメージは資料２参照 

（3）全庁的な取り組みを推進するための

体制 

・内部統制担当部署の設置。 

・全部署で上記 PDCA の取り組みを徹底す

るための支援や監督を行う。 

・内部統制担当部署 

制度統括課（推進担当、評価・検証担当）：

政策法務課経営推進担当 

制度所管課： 

全庁的に共通する事務の所管課 

・全庁的に内部統制を推進する組織として、

既存のコンプライアンス推進会議を内部統

制の意思決定機関として位置づけ、支援監

督を行う。 

・法律の義務付けは市長部局に限定されて

いるが、各行政委員会、公営企業等も対象

とする予定。 

※全庁的な推進体制は資料３参照 

３ 今後の予定 

時期 内容 

令和元年度 

３月 【議会報告】 

・内部統制に関する方針の策定 → 公表 

・内部統制体制の整備 

令和２年度 ４月～３月 ・内部統制体制の運用 

令和３年度 

４月～６月 ・内部統制体制の評価 

６月～７月 ・監査委員の審査 

８月 ・内部統制評価報告書の議会への提出   ※＜参考＞資料参照



浜松市内部統制基本方針構成要素（案）

１ 内部統制の目的

浜松市の内部統制の目的を示し、それぞれの目的について、どのような観点から実施するのか

を記載

（１）業務の効率的かつ効果的な遂行

業務の目的の達成に向け、効率的かつ効果的にその業務を遂行すること

（２）財務報告等の信頼性の確保

組織の財務報告又は非財務報告に重要な影響を及ぼす可能性のある情報の

信頼性を確保すること

（３）業務に関わる法令等の遵守

業務に関わる法令その他の規範を遵守すること

（４）資産の保全

資産の取得、使用及び処分が正当な手続及び承認の下に行われるよう、

資産の保全を図ること

２ 内部統制が対象とする事務

・予算執行が伴う事務（地方自治法第150条第1項第1号の規定に基づく財務に関する事務）

・長が認める事務

３ 内部統制の整備・運用状況の報告

・内部統制報告書の作成

・監査委員の意見を付し、議会へ提出、市民への公表

資料 １



監
査
委
員

議

会

公表

提出 審査意見

内部統制報告・公表・PDCAイメージ（案）

市長（内部統制報告書）
※内部統制推進体制参照

資料 ２

実施計画表
の策定

対応行動の
実践自己点検

改善

所管課
【実施計画表】

内部統制体制
の運用

提出

市 民

部・区・局
【評価シート】

・リスクの抽出

・対応策の決定

・日常的モニタリング

・有効性の評価



内部統制部会
・総務部
・企画調整部
・財務部

会計課
・会計事務関連
・出納員事務関連

調達課
・入札関連
・物品管理関連

アセット課
・資産管理関連

情報政策課
・システム関連

文書行政課
・個人情報関連

広聴広報課
・報道対応関連

人事課
・非違行為関連

制度所管課

推進担当
・制度設計、管理
・他部局調整

評価・検証担当
・独立的評価
・対応策検証
・評価基準調整

制度統括課

コンプライアンス推進会議

内部統制推進体制（案）

財政課
・予算関連
・財政措置

【連携・調整】

【
報
告
・相
談
】

【
指
示
・命
令
】

本来業務の
評価・検証

政策法務課

資料 ３

【所掌事務】

・評価・対応方法の調整
に関すること 等

【所掌事務】
・基本方針に関すること
・評価・実施計画に関すること
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出典 平成31年3月総務省『地方公共団体における内部統制制度の導入・実施ガイドライン』

   ＜　参考　＞　


